














































































































































































































































































































































次１．曲。Ｉ 第３期 鰯４期 第５期 第６期 扇７期 第８期 第９期 第１０期
決算ィW：月 平幽２年３月 平成３年３月 平成４年３月 平成５年３月 平成６年３月 平成７年３月 平成８年３月 平成９年３月
売上高（例） 531,817 550,076 8840074 '’115,974 1,052,576 1,003,777 998,940 958,386
経常111益（調） 15.656 7,578 △126,575 △】960192 △2250763 △261,819 △248,644 △308,965
当期純１ｍ益（綱） 7,113 3,308 △270157 △２００２１６ △4,452 △５５゜２１３ 410671 △7,425
安本金（？､） 300,000 450,000 450,000 4500000 450,000 450,000 4500000 450,000
発行済株式趣致（ﾁﾖ） 6,000 90000 9,000 90000 9,000 9,000 9,000 90000
純安産額（ﾁﾘI） 3070939 4610247 434,089 413,873 409,420 354,206 395,877 388,451
鞠賓産飢（+n） 4250390 127,506 】,680,002 1,556,400 1,424,453 1,328,3狐 1,206,110 １３４０２３６
自己資本比率（％） 72.4 40.9 25.8 26.6 28.7 26.7 32.8 34.2
I株当たり純安産､額（|ﾘ） 51,323.16 510249.66 480232.04 450985.90 45,491.15 39,356.28 43,886.40 43,161.33
１棟当たりlh1当額（円）
（ｎＩｇｇムリゥロ11コ且（I！)） (－） (－） (－） (－） (－） (－） (－） (－）
1棟当たり当期純捌益（iu） 10185.64 452.22 △3,017.46 △2,246.29 △494.75 △6,134.86 4,630.【１ △825.07
配当性向（％）
従藁員数（人） 3０ 3２ ６１ 6４ 6８ ７１ 6９ 7２
第６期（ IllzMt4年4ｉｌＨ翌ｷﾞｶﾞt5年3)13111 第７期（ ６輪5年4ｉ１Ｈ至鞁6年3ｉ３１Ｈ 第８期（ :平Ni6年4N１８翌平成7年3｣１３１８



































































































































































第６期（ :軸4年4Ｈ１ロ至鞁5年3N318 第７期（自鞁5年4ｉ１Ｈ至鞁6年3)１３１８ 第８期（自鞁6年4Ｈ１ロ至鞁7年3H31p
区分 単位 実績 実績 実績
営業日数 日 ３６５ ３６５ ３６５











































































































区分 馴立 実績 実績
業 日 ３６５






























































































































































































































































































勤 ３５％削引 ４５％翻引 ７０％割引
５５％削引 ６５％割引 ９０％割りＩ
第三セクター鉄道の財務分析（大野）
定期券利用者に対する割引の二重構造は，運輸収入（第10期）における定
期外60.1％定期収入36.2％輸送料定期他32.3％定期67.6％（内）
通学定期59.3％という現状に対時し企業の安定的収入を増加させる施策とし
料金設定における割引の二重構造の解消をはかるべきであろう。かかる料金
是正により，輸送量に見合った収入の確保を指向すべきである。当面の改善
方策として，定期乗車運賃割引における定率法から定額割引制への展開の是
否について論議すべきものと考える。
６結語
第三セクター鉄道は日本国有鉄道の再建策の一環として，赤字ローカル線
（地方交通線）の第三セクター化とともに設立された会社である。もと々，
国有鉄道路線区として赤字体質をもった線区の継承であり，又今後も経営収
支の改善の見込の薄い線区を主たる営業区としている。
鉄道経営による営業収益の改善策は鉄道路線全般に対する輸送量の開拓，
運賃収入の増加，原価の低減等に具体的打開策が求められるのである。
のと鉄道における経営外部要因（環境与件）としての収益改善策は，のと
鉄道の特殊性（地域密着型生活路線と観光派生路線）を生かした輸送量の拡
大化策を積極的に模索し，実行すべきであろう。唯，人口の絶対的減少，高
令化による内部要因の動員策にも限界があり，端緒的な打開策としては，公
的機関の自家用車通勤者の公共交通機関利用への促進，拡大が望まれる策で
ある。
経営内部的改革要因として，（－）は定期乗車券の運賃算定における割引料
率の改正が求められる。普通乗車券の遠距離逓減料率と併置した定期乗車券
の定率割引制の併用は料金の二重割引制となる。定期乗車運賃算定における
割引料率の定額制とすべきである。他はのと鉄道に対する経営意識の問題が
上げられる。例えば，取締役等経営者陣の構成についてみると，取締役等総
数21名の多数を占め（設立時の事情等勘案される面もあるが）例えば出資グ
ループ，地域利害市町村，専門的経営者等に配慮された選出であったにして
も，経営意思決定等に際し，素人経営者の集団と化すきらいがある。現行2１
-３３－
金沢大学経済学部論集第18巻第２号１９９８．３
名の1/3が適当な員数であろう｡のと鉄道経営者としての自覚とマイレールと
しての意識と行動を，形式的な地位としての自覚ではなく，実質的な経営者
として，実態に率先して対応すべき姿勢をとるべきであろう。唯，第三セク
ター鉄道として，赤字体質から，脱却する手段として，地域における鉄道経
営に対する責任と意識の高揚，及び経営における連帯責務の自覚という観点
から，各地域等からの取締役就任は，実効性のある手段でもある。これらは
第三セクター鉄道経営の経営的特徴であるともいえる。
経営収支改善に対する第三の手法として，のと鉄道における社会的規制か
らの解除策による収支の間接的な改善策である。例えば駅舎，トイレ等付帯
設備（環境与件）コミュニティ施設の設置等の市町村移管等による付帯設備
費用の軽減化，資本金等の企業規模及び形態の変更等による社会的費用の軽
減化等の対応が考えられる。
注（１）JapanReseamhReview・ｖｏＬ７～０．８．Ｐ､４３
追記：平成10年２月27日朝刊一運輸審議会は26日弘南鉄道が申請してい
た黒石線の廃止を承認した。第三セクターに移管された特定地方交通線
廃止の第１号である。
-３４－
